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○ 外為法は、対外取引の原則自由という基本的考え方に立ちつつ、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）

の資本移動自由化コード（ＯＥＣＤコード）等の国際的な投資ルールの範囲内で、国の安全等の理由

から、一部業種に限定して、対内直接投資に対する規制（審査付事前届出制度）を導入している。 

○ 具体的には、外為法に基づき、以下に掲げる対内直接投資等については、外国投資家に対し、財

務大臣及び事業所管大臣に対する事前届出義務を課している（これ以外は、事後報告）。 

 

なお、告示において、上記①、②に該当する事前届出業種及び事後報告業種を列挙している。 

－「国の安全」に係る業種 

： 武器、航空機、原子力、宇宙開発に関連する製造業、軍事転用の蓋然性が高い汎用品
の製造業、等 

－「公の秩序」に係る業種 

： 電気業、ガス業、熱供給業、通信事業、放送事業、水道業、 鉄道業、旅客運送業 

－「公衆の安全」に係る業種 

： 生物学的製剤製造業、警備業 

外為法に基づく対内直接投資制度の概要 

① 国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、又は公衆の安全の保護に支障を来すおそれのある
対内直接投資等（ＯＥＣＤコードの範囲内で、規制している業種） 

 

 

② 我が国経済の円滑な運営に著しい悪影響を及ぼすおそれのある対内直接投資等  

 （我が国固有の事情により、ＯＥＣＤに通報した上で自由化を留保している業種） 

 

 
－農林水産業、石油業、皮革・皮革製品製造業、航空運輸業、海運業 
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日本企業（事前届出対象業種） 

事前届出 審 査 

変更・中止勧告 

取引開始 

【問題あり】 

【問題なし】 

変更・中止命令 

投資計画の変更 
又は中止 

【応諾する場合】 
外国投資家 

＜審査基準＞ 
①国の安全の確保  
②公の秩序の維持 
③公衆の安全の保護 
④我が国経済の円滑な運営 

対内直接投資等 

①上場企業の株式１０％以上取得 

②非上場企業の株式取得 等 
外為審の意見 

【応諾しない場合】 

対内直接投資：事前届出対象業種に係るフローチャート 

※外国投資家とは、次に掲げるもので、対内直接投資等を行うもの。 
  ① 非居住者である個人 
  ② 外国の法令に基づいて設立された法人等 
  ③ ①又は②が直接保有する議決権の数と、他の会社（①又は②による出資比率が100分の50以上を占める会

社）を通じて間接に保有される議決権の数との合計が100分の50以上を占める会社 
  ④ ①が役員又は代表権限を有する役員のいずれかの過半数を占める法人等 

＜審査期間＞ 
○原則として30日間 
○問題がない場合は短縮可 
   ※  平成20年度以前は、届出案件の大半について、２週間で審査を終了。 
    21年度以降、 可能なものについて５営業日で審査を終了。 
○必要な場合は４ヶ月に延長可 
○外為審が更に必要とする場合は５ヶ月まで延長可 

財務大臣及び事業所管大臣 
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